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丸森町の農業の現状と課題 

１ 農業経営体 
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３ 生産 
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第２章 丸森町の農業の現状と課題 

 

１ 農業経営体 

 

⑴ 農業者 

総農家数は、平成 22 年の 1,973 戸から、令和 2 年には 1,174 戸と 799 戸減少しています。

そのうち販売農家数は、平成 22 年の 1,420 戸から、令和 2 年には 682 戸と 738 戸減少してお

り、自給的農家に比べて大きく減少しています。 

 

【農家数の推移】           （単位：戸） 

内 訳／年 H22 H27 R2 

総農家数 1,973 1,621 1,174 

うち自給的農家数 553 557 492 

うち販売農家数 1,420 1,064 682 

※ 販売農家：経営耕地面積 30ａ以上又は調査期日前１年間 

の農産物販売金額が 50 万円以上の農家。 

 

 

 

 

 

⑵ 販売農家の推移 

販売農家数の減少状況を宮城県と比較すると、宮城県では平成 22 年からの 10 年間で 58％に

減少しているのに対し、本町は 48％と宮城県より大きく減少しています。 

 

【販売農家の推移】 

内 訳／年 H22 H27 R2 

丸森町 
販売農家数（戸） 1,420 1,064 682 

指 数（％） 100.0 74.9 48.0 

宮城県 
販売農家数（戸） 49,384 37,533 28,632 

指 数（％） 100.0 76.0 58.0 
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 ⑶ 認定農業者 

認定農業者数は、高齢化や後継者不足により平成 28 年の 105 件から、令和 5 年の 92 件と 13

件の減少となっています。減少を個別経営体と法人経営体に区分してみると、個別経営体が減少

している一方、法人経営体は一定数を維持しています。 

また、認定農業者で所得目標（農業所得 400 万円以上）を達成しているのは 12 名となってお

り、その多くが畜産の経営体となっています。 

 

【認定農業者数】                             （単位：経営体） 

内 訳／年 度 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

個 別 経 営 体 数 95 94 92 92 89 84 83 82 

法 人 経 営 体 数 10 10 10 10 10 10 9 10 

合  計 105 104 102 102 99 94 92 92 

農業所得 400 万円 

以上の認定農業者数 
15 18 9 14 8 8 14 12 

※ 認定農業者：農業経営基盤強化促進法に基づき、町基本構想で掲げる農業経営の目標（所得額400万円

以上）に向けて作成した経営改善計画を認定された農業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本町の認定農業者支援制度】 

内  訳 内    容 

認定農業者支援事業 認定農業者が作業の効率化や規模拡大のために導入する機械・施設等の

購入費の一部を助成 

シルバー人材農業活用事業 認定農業者が栽培管理や施設管理作業に丸森町シルバー人材センター登

録者を活用した際に、労費の一部を助成 

低利資金の融資 農地取得や機械・施設等の整備に係る長期資金や肥料・種苗等の購入に

係る短期資金等の低利率融資の斡旋 
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 ⑷ 基幹的農業従事者 

基幹的農業従事者は、平成 22 年の 1,218 人から、令和 2 年の 720 人と 10 年間で 498 人減

少しています。年齢別では、75 歳以上の割合は、平成 22 年の約 3 割から、令和 2 年には約 4 割

に上昇しています。 

 

【基幹的農業従事者数】                            （単位：人） 

内 訳／年 H22 H27 R2 

15～39 歳 33 26 20 

40～59 歳 212 101 62 

60～74 歳 586 535 362 

75 歳以上 387 382 276 

合  計 1,218 1,044 720 

※ 出典：農林業センサス 

※ 基幹的農業従事者：普段主に仕事を行い、かつ、主に自営農業に従事した人 

 

 

 

 ⑸ 基幹的農業従事者の将来推計 

本町の基幹的農業従事者の平成 27 年から令和２年までの年齢上昇に伴う増減率をもとに、今

後の基幹的農業従事者数を推計すると、人口の多い 65 歳以上の年代が減少するため、令和 12 年

には 308 人、計画期間の終了年度翌年の令和 17 年には 198 人と大幅な減少が見込まれます。 

 

【基幹的農業従事者数の推移・推計】                      （単位：人） 

内 訳／年 
推 移 H27～R2 まで

の増 減 率 

推 計 

H27 R2 R7 R12 R17 

20～24 歳 2 2 100％ 2 2 2 

25～29 歳 5 1 50％ 1 1 1 

30～34 歳 9 9 180％ 2 2 2 

35～39 歳 10 8 89％ 8 2 2 

40～44 歳 11 11 110％ 9 9 2 

45～49 歳 10 14 127％ 14 11 11 

50～54 歳 29 15 150％ 21 21 17 

55～59 歳 51 22 76％ 11 16 16 

60～64 歳 162 60 118％ 26 13 19 

65～69 歳 181 160 99％ 59 26 13 

70～74 歳 192 142 78％ 125 46 20 

75～75 歳 193 120 63％ 89 78 29 

80～84 歳 124 85 44％ 53 39 34 

85 歳以上 65 71 38％ 59 42 30 

合 計 1,044 720 － 479 308 198 

※ 推計：丸森町農林課調べ 
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 ⑹ 集落営農法人 

本町では、個人の担い手の高齢化と減少に対応するため、集落営農組織の設立を推進しており、

現在 6 つの集落営農法人が組織されています。 

集落営農法人があるのは丸森地区 2 法人、大内地区 3 法人、舘矢間地区 1 法人となっており、

1 法人当たりの経営面積は、22～45ha となっていますが、今後の高齢化と担い手の減少に対応

するためには、大規模な経営体等の担い手が不足する地域において、既存の集落営農組織の経営

拡大や、新たな組織化を検討する等により、耕作体制を確保していく必要があります。 

 

 

 

 ⑺ 新規就農者 

ここ５年間の新規就農者数は、年あたり 2～4 人確保しており、就農方法は生計の安定が見込

まれる法人経営体への雇用就農が多くなっています。 

親元就農以外の新規就農は、宮城県の新規就農窓口である、みやぎ農業振興公社から本町に紹

介され、町内の認定農業者や法人で研修を行い、就農するルートが一般的となっています。本町

では、新規就農者に対して、充実した支援制度を準備していることから、みやぎ農業振興公社等

と連携して支援制度の周知を図り、新規就農者の確保に結び付けていくことが課題です。 

また、町内で研修を積んだ後、独立就農に際して優良農地の確保が難しい状況にあることから、

こうした状況を改善し、円滑な就農と新規就農者の経営安定を図っていく必要があります。 

 

 

 

【新規就農者数】                               （単位：人） 

内 訳／年 度 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 合 計 

独立自営就農 1 0 0 2 0 0 0 1 4 

親 元 就 農 0 0 2 1 1 0 1 0 5 

法人雇用就農 3 0 1 0 3 3 1 1 12 

合  計 4 0 3 3 4 3 2 2 21 

※ 丸森町農林課調べ 

 

 

【本町の新規就農者支援制度】 

内  訳 内   容 

担い手確保支援事業 認定新規就農者の定着及び育成を図るため、新規就農者が各種の機械・

施設等の導入に際し、借り入れた資金に対して返済額の一部を助成 

新規就農者定住推進事業 新規就農者の定住を推進するための家賃助成 

まるもり農業お試し体験事業 本町での農業体験者を受け入れる認定農業者等に対して、受け入れに

要する経費を助成 

就農研修生受入農家等支援事業 本町での農業研修生を受け入れる認定農業者等に対して、育成に要す

る経費を助成 

 



7 

 

 

２ 農地・生産基盤 

 

 ⑴ 耕地面積 

耕地面積は平成 22 年の 3,280ha から、令和 2 年には 2,320ha と 960ha 減少しましたが、

耕作放棄地は、平成 22 年の 704ha から、令和 2 年には 1,211ha と 507ha 拡大しました。 

 

【耕地面積・耕作放棄地面積】     （単位：ha）  

内 訳／年 H22 H27 R2 R５ 

耕作面積合計 ※3,280 3,130 ※2,320 2,270 

うち田 1,850 1,810 1,240 1,260 

うち畑 1,440 1,320 1,090 1,010 

耕作放棄地 704 775 1,211 1,647 

※ 耕地面積：農林水産関係市町村統計、平成 22 年・令和 

2 年は田畑の合計が一致しない。 

※ 耕作放棄地：農林業センサス（所有されている農地のう 

ち、過去 1 年以上作付けされておらず、この数年の間に 

再び作付けする考えのないもの） 

 

 

 

 ⑵ 耕地面積の推移 

耕地面積の減少状況を宮城県と比較すると、宮城県では平成 22 年からの 10 年間で 91.3%

に減少しているのに対し、本町は 69.2%と宮城県より大きく減少しています。 

 

【耕地面積の推移】 

内 訳／年 H22 H27 R2 R5 

丸森町 
耕地面積（ha） 3,280 3,130 2,320 2,270 

指 数（％） 100.0 95.4 70.7 69.2 

宮城県 
耕地面積（ha） 136,325 129,400 125,800 124,400 

指 数（％） 100.0 94.9 92.3 91.3 
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 ⑶ 農地整備 

本町の水田の整備率は、令和５年度時点で 39.7％、一区画 50 アール以上の大区画農地の整

備率は 0％となっています。中山間地域を有する地形的な条件や令和元年東日本台風の影響等に

より、宮城県や大河原地域と比較して整備率が低い状況ですが、今後、竹谷地区、羽入地区での

整備を進めていく計画としています。 

 

内 訳 水田面積 
整備済み 

面 積 

うち大区画 

（50a 以上） 

面 積 

宮城県（ha） 110,277 80,019 36,546 

整備率（％） － 72.6 33.1 

大河原（ha） 11,890 6,640 642 

整備率（％） － 55.8 5.4 

丸森町（ha） 1,850 734 0 

整備率（％） － 39.7 0.0 

※ 宮城県水田整備状況・農業農村整備事業実績（令和５年度）  

 

 

 

 ⑷ 農地集積 

本町の担い手への農地集積率は、中山間地域を抱える地域的事情から、宮城県の集積率と比

べて低い状況となっていますが、平成 27 年以降の増加率は、宮城県の 12％に対して、本町で

は 16％となっており、担い手への農地集積が進んでいます。 
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３ 生産 

 

 ⑴ 農業産出額（推計） 

農業産出額は、平成 27 年の 449 千万円から令和 4 年には 482 千万円と増加しました。水稲、

園芸の産出額が減少する一方、畜産が増加しました。令和４年の農業産出額に占める畜産の割合

は、72％となっています。 

 

【農業産出額】                              （単位：千万円） 

内 訳／年 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 

畜  産 

（割 合％） 

292 

(65.0) 

298 

(64.2) 

303 

(64.7) 

289 

(62.0) 

343 

(69.0) 

358 

(70.2) 

343 

(70.6) 

345 

(71.6) 

園  芸 

（割 合％） 

73 

(16.3) 

75 

(16.2) 

71 

(15.3) 

76 

(16.3) 

66 

(13.3) 

71 

(13.9) 

73 

(15.0) 

64 

(13.3) 

水  稲 

（割 合％） 

84 

(18.7) 

91 

(19.6) 

94 

(20.0) 

101 

(21.7) 

88 

(17.7) 

81 

(15.9) 

70 

(14.4) 

73 

(15.1) 

合  計 

（割 合％） 

449 

(100.0) 

464 

(100.0) 

468 

(100.0) 

466 

(100.0) 

497 

(100.0) 

510 

(100.0) 

486 

(100.0) 

482 

(100.0) 

※ 農林水産省市町村別農業産出額（推計） 

※ 令和 4 年（県内）：登米市（第 1 位）2,991 千万円、蔵王町（第 8 位）540 千万円 

  角田市（第 9 位）498 千万円、丸森町（第 11 位）482 千万円、白石市（第 13 位）458 千円 
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 ⑵ 畜産 

畜産は、県内有数の主産地であり、本町農業産出額の約７割を占めています。酪農は、平坦部

を中心に一定規模の経営体が育成され、後継者も確保されています。 

山間部で多く展開されている肉用牛（繁殖）は、小規模な農家の後継者不足や高齢化による廃

業も見られます。一方、近年では、受精卵移植技術の普及により、酪農家が肉用子牛の生産に取

り組み、繁殖頭数の維持に貢献しています。 

養豚、養鶏は、企業経営や法人経営体による大規模化が進んでいます。 

世界情勢による飼料の輸入価格高騰などにより、生産コストの上昇が経営を圧迫しており、耕

畜連携による飼料生産の向上を推進し飼料費の削減を図ることが課題です。 

また、物価高騰等による需要の低下が影響し、子牛価格が下落したまま回復しない状況が課題

です。さらに、衛生管理や防疫対策の徹底による、家畜伝染病の予防とまん延防止に取組むこと

が課題です。 

 

【乳用牛及び肉用牛の現状】 

内 訳／年 度 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

乳用牛 

農 家 数（戸） 39 39 37 33 30 29 27 26 

搾乳頭数（頭） 1,261 1,224 1,205 1,124 1,104 1,102 1,089 1,007 

出荷乳量（ｔ） 10,416 10,391 10,078 10,030 9,720 9,718 9,848 8,719 

出荷額（万円） 104,160 103,910 100,780 100,340 97,200 109,408 110,962 111,656 

肉用牛 

（繁殖） 

農 家 数（戸） 62 59 58 54 54 51 46 42 

素牛頭数（頭) 309 312 344 327 332 375 358 297 

出荷頭数（頭） 298 297 271 273 292 289 298 297 

出荷額（万円) 25,081 22,566 19,917 19,818 19,103 19,852 18,268 14,949 

※ 乳用牛出荷乳量：みやぎの酪農、宮酪より 乳用牛出荷額：H28～R2 年度推計値、R3 年度以降実績値 

  搾乳頭数・素牛頭数：家畜飼養頭羽数調査より 

肉用牛出荷頭数・出荷額：JA みやぎ仙南より 

 

【畜産の産出額の構成比（令和4年）】 

内 訳 肉用牛 乳用牛 豚 鶏 その他 合 計 

産 出 額（千万円） 22 106 146 70 1 345 

構 成 比（％） 6.4 30.7 42.3 20.3 0.3 100.0 
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 ⑶ 園芸特産作物 

園芸品目については、農業経営の水稲依存割合を下げ、農業所得を向上させるため、ブロッコ

リー、小菊、柿、イチゴを始めとした振興作物を推進してきましたが、出荷額は横ばいか減少傾

向となっています。 

出荷額が伸びない要因として、近年の気候変動に対応しきれずに、病害虫被害が発生し単収が

減少していることや、生産者の減少等が挙げられ、また、栽培技術の個人差が大きいことも課題

となっています。 

今後の出荷額の拡大に向けては、品目ごとの技術的課題を明確にし、対応するための栽培技術

を普及させ、安定した所得を得られる生産者を確保する必要があります。 

 

 

【園芸特産作物の現状】 

内 訳／年 度 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

ブロッコリー 

農家数（戸） 43 46 40 34 32 31 31 25 

作付面積（ha） 13.18 14.56 12.74 12.92 12.20 11.09 10.53 9.22 

出荷量（t） 32.6 33.6 31.3 30.5 33.3 37.8 43.6 25.7 

出荷額（千円） 18,240 16,981 14,634 14,651 15,940 16,038 18,260 12,031 

小菊 

農家数（戸） 30 26 26 26 27 27 27 27 

作付面積（ha） 3.00 3.10 3.40 3.45 2.30 2.80 3.00 4.00 

出荷量（本） 436,060 454,870 437,310 431,780 341,220 288,580 277,370 341,835 

出荷額（千円） 15,852 17,326 18,115 15,441 14,547 10,990 11,740 15,093 

イチゴ 
農家数（戸） 5 5 5 5 6 7 6 6 

出荷額（千円） 47,825 41,035 45,010 32,017 38,435 36,819 35,808 38,192 

きゅうり 
農家数（戸） 5 6 4 4 4 4 4 4 

出荷額（千円） 6,220 7,263 8,307 6,788 7,010 7,309 8,042 7,140 

トマト 
農家数（戸） 4 2 4 5 4 4 3 3 

出荷額（千円） 3,092 2,187 2,204 2,476 2,519 2,396 4,047 3,875 

インゲン 
農家数（戸） 27 19 16 18 17 18 13 13 

出荷額（千円） 5,505 4,137 3,800 3,673 3,442 3,636 3,841 3,180 

スナック 

エンドウ 

農家数（戸） 18 18 14 16 13 13 13 12 

出荷額（千円） 3,010 2,466 3,514 2,987 2,828 1,421 2,474 2,831 

ネギ 
農家数（戸） 11 11 13 9 6 6 5 7 

出荷額（千円） 4,945 4,166 6,063 2,675 3,138 2,223 2,872 5,481 

ニンジン 
農家数（戸） 7 6 6 5 2 2 2 4 

出荷額（千円） 3,574 1,754 5,065 1,877 526 2,007 1,958 2,230 

玉ネギ 
農家数（戸） 4 5 6 5 2 2 1 5 

出荷額（千円） 2,330 2,792 1,608 1,437 318 779 326 1,207 

柿 

（干柿・樽柿・生柿） 

農家数（戸） 37 34 34 28 30 17 21 19 

出荷額（千円） 42,765 46,932 49,307 54,489 35,945 15,324 15,069 20,797 

イチジク 
農家数（戸） 13 15 14 17 13 9 6 7 

出荷額（千円） 1,373 794 2,320 2,286 2,077 994 717 1,506 

タケノコ 
農家数（戸） - - - - - - - - 

出荷額（千円） 15,409 10,500 19,350 11,250 22,950 14,106 26,700 16,600 

※ JAみやぎ仙南、宮城県ころ柿出荷協同組合ほかより 
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 ⑷ 水田農業 

水田の作付面積は平成 28 年の 895ha から、令和 5 年には 758ha と 137ha 減少しました。

水稲は、主にコシヒカリ、ひとめぼれ、つや姫の 3 品種を生産しています。コシヒカリやひとめ

ぼれは安定したニーズがあるものの、温暖化の影響による収量の低下も懸念されるため、高温耐

性のあるつや姫の作付拡大や新品種の導入を検討する必要があります。 

また、畜産の生産コストの多くを占める飼料の輸入価格が高騰する中、本町の畜産農家のニー

ズを踏まえ、飼料の地産地消を推進することが課題です。 

さらに、生産者や作物ごとに農地をまとめるとともに、新たな栽培方式やドローン防除等の先

端技術を活用し、労働時間や生産コストの低減を図ることが課題です。 

【水田農業の現状】 

内 訳／年 度 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

水稲 

全水田農家数（戸） 2,313 2,268 2,242 2,189 2,173 2,122 2,102 2,079 

作 付 面 積（ha） 895 868 859 853 752 780 755 758 

品
種
別
割
合
（
％
） 

コシヒカリ 32.8 36.8 36.1 36.2 34.6 35.4 35.8 34.3 

ひとめぼれ 29.3 28.7 39.6 40.0 39.1 36.0 31.2 30.6 

つ や 姫 25.3 21.7 18.5 18.7 20.4 22.2 27.3 28.9 

だ て 正 夢 0 0 0 0 1.8 2.4 1.7 1.9 

まなむすめ 4.5 2.5 1.2 1.0 0.8 0.6 0.6 0.6 

ササニシキ 0.1 0.5 0.1 0.2 0.2 0.3 0.4 0.5 

みやこがねもち 2.8 2.9 1.9 1.7 1.5 1.4 1.5 1.5 

そ の 他 5.2 6.9 2.6 2.2 1.6 1.7 1.5 1.7 

直播 

栽培 

農 家 数（戸） 16 13 11 8 7 8 7 6 

作 付 面 積（ha） 17.8 17.8 11.7 8.0 8.1 12.6 7.4 3.8 

有機 

栽培 

農 家 数（戸） 8 8 8 8 5 6 5 5 

作 付 面 積（ha） 7.3 7.3 7.0 7.0 3.4 6.0 5.4 5.5 

飼料 

用米 

農 家 数（戸） 25 24 23 22 15 18 26 25 

作 付 面 積（ha） 49.6 71.3 72.0 68.1 57.6 82.3 109.5 117.9 

WCS

用稲 

農 家 数（戸） 9 10 12 6 4 5 4 4 

作 付 面 積（ha） 9.5 4.9 7.8 7.3 6.1 6.4 6.2 5.4 

※ 丸森町農林課調べ 
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４ 直売所・６次産業化 

 

⑴  直売所 

本町には、7 カ所に直売施設が立地し、農産物や農産加工品が販売されています。直売所を販

路として安全安心な農産物を町民に供給することを目的に、丸森産農産物認証制度や加工品の開

発支援などに取り組んできましたが、出荷者の高齢化により品ぞろえが不足し、売上は拡大して

いません。 

今後は、直売所の品ぞろえの充実に向けて、計画的な生産・出荷を推進するとともに、新たな

出荷者の育成に取り組むことが課題です。 

 

【直売所の売上】                              （単位：億円） 

内 訳／年 度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

直 売 所 売 上 額 1.9 1.9 2.0 1.9 1.8 1.9 

 

 

 

⑵ ６次産業化 

本町では、生産者が自ら栽培した農産物を加工・販売する 6 次産業化を推進するため、食品衛

生法の改正への対応も視野に、加工機械や施設整備の支援、専門講師の派遣等に取り組んできま

した。この結果、6 次産業化に取り組む生産者は増加しており、干柿やへそ大根といった商品が

町内外で販売されています。今後も専門講師の派遣等の支援により 6 次産業化に取り組む生産者

の事業拡大を支援するとともに、酪農など本町の農畜産物を原料とした新たな 6 次産業化の取組

が期待されます。 

 

【6次産業化の事業主数】                         （単位：経営体） 

内 訳／年 度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

６次産業化事業主数 37 42 46 47 52 56 

 

 

 

 

 

 

丸森物産いちば八雄館  いきいき交流センター大内 

第 

２ 

章    

丸
森
町
の
農
業
の
現
状
と
課
題 



14 

 

 

５ 農村 

 

⑴ 多面的機能の維持活動 

国の多面的機能支払の活動組織や、中山間地域等直接支払の集落協定に基づき、地域の農業者

と農業者以外の住民が連携し、地域の農地を利用した農業生産や、農道や水路、畦畔等の維持・

長寿命化のための活動に取り組まれています。 

 

【取組面積】                                 （単位：ha） 

内 訳／年 度 R1 R2 R3 R4 R5 

多面的機能支払交付金 

交付対象農用地面積 
1,313 1,365 1,369 1,372 1,380 

中山間地域等直接支払 

交付金交付対象農用地面積 
558 547 550 551 551 

 

 

 

⑵ クラインガルテン 

本町には、町内 2 カ所にクラインガルテンが整備され、指定管理者が管理・運営を行っていま

すが、町外の類似施設の増加、施設の老朽化により、近年は空き区画がある状況です。今後、有

効活用に取り組む必要があります。 

 

【クラインガルテン】 

内  訳 内    容 

不動尊クラインガルテン 総区画数 18 区画、利用料年額 36 万円（月 3 万円）、光熱費別途 

筆甫クラインガルテン 総区画数  8 区画、利用料年額 36 万円（月 3 万円）、光熱費別途 

 

 

 

⑶ 都市住民との交流 

本町では、干柿の作業体験や、大張沢尻棚田の保全活動を通して、都市住民との交流を推進し

ています。こうした活動は、農業の担い手不足への対応だけではなく、農村景観の維持や、本町

の農産物に対する理解を深めることにつながっています。 

 

 

 

⑷ 住民自治組織 

本町では、町民と行政が相互に協力し合う協働のまちづくりを進めており、平成 18 年度より、

町内８地区に設立された住民自治組織により、地域の特色を生かしたまちづくりの取組が推進さ

れています。こうした取組の一環として、地域の農地を活用した農業生産等、農地の保全・活用

につながる活動にも取り組まれており、今後の発展が期待されます。 
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６ 農業を取り巻く環境 

 

⑴ 食を取り巻く国際供給網の不安定化 

ロシアのウクライナへの侵攻や国際間物流網の混乱、世界の人口増加や近年の円安の影響によ

り、日本が海外に依存している農産物や、肥料や畜産飼料など、農業生産に不可欠な原材料の供

給網が世界的に不安定になっています。こうした状況は、国内の農業生産にコスト増加の影響を

及ぼし、消費者に対しては食料価格が上昇する影響を及ぼしています。 

世界の人口増加による食料の需要拡大は避けることのできない現実です。身近な農業を維持し

振興を図ることは、生産者だけではなく、住民にも共通する課題ととらえ、農業振興に取り組む

ことが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 担い手の減少と法人等中心的な経営体への期待の高まり 

農業の担い手は長年減少傾向にあり、高齢化が進んでいます。2022 年時点で普段主に農業を

行う基幹的農業従事者数は 123 万人、このうち 70 歳代以上の方が 69.5 万人となっています。

今後 10～20 年先に基幹的農業従事者の中心となる 50 歳代以下は 25.2 万人と限られており、

これまで以上に急速な担い手の減少が見込まれます。一方、法人の経営体は全国で増加しており、

農地・農業の担い手として期待されます。 

本町では、集落営農法人が農地・農業の担い手として活躍しているとともに耕種・畜産それぞ

れにおいて、大規模な法人経営体が存在し、農地、農業生産及び新規就農者の雇用の役割も果た

しています。本町においても急速な担い手の減少が予測される中、既存の法人の育成や新たな法

人の設立等、経営の持続可能性の高い担い手の確保に取り組むことが必要です。 
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 ⑶ 農地集積・集約化の促進に向けた環境の進展 

令和 5 年の農業経営基盤強化促進法の改正等により、人・農地プランで定める地域の農業の将

来像に加えて、農地の集積・集約の姿を示す目標地図を付け加えた地域計画の策定が法定化され

ました。また、利用可能性のある遊休農地を含め、農地を担い手に集積・集約化する目的に、遊

休農地や貸与希望農地等の農地情報を公開するシステム「eMAFF 農地ナビ」が普及し始めていま

す。さらに、利用可能性のある耕作放棄地を有効利用することを目的に、課税強化に取り組む自

治体も増えています。 

本町では、令和５年度から 6 年度にかけて、地域計画を策定しており、農業の担い手を明らか

にするとともに、目標地図を取りまとめています。一方、担い手が効率的に営農を行うための農

地の集約化は道半ばです。今後、地域計画の更新に向けた検討において、地域の意向を踏まえつ

つ、農地の集約化に取り組むことが課題です。 

 

 

 

⑷ 気候変動・環境対策 

地球温暖化により、青果、酪農、水稲など、あらゆる農畜産物の生産・供給の不安定化が顕著

になっています。また、地球温暖化が背景とされる気候変動による豪雨、台風による災害も農業

生産に影響を与えています。 

こうした中、農業の分野においても、温室効果ガスの削減を図ることが求められています。代

表的な取組として国が令和 4 年に定めた「みどりの食料システム戦略」等に基づき、温室効果ガ

スの削減等につながる農業分野の取組への支援が始まっています。 

 

 

【環境負荷低減に対する支援制度等】 

内  訳 内    容 

みどり認定制度 環境負荷低減に取り組む農業者等の 5 年間の事業計画を国が認定する制度。認定

により、化学肥料・化学農薬の使用低減に必要となる設備導入の際の税制優遇や、

国庫補助金の採択の優遇等を得ることができる。  

Ｊクレジット 省エネルギー設備の導入や再生可能エネルギーの利用による温室効果ガスの排

出量削減や吸収量をクレジットとして国が認証する制度。地球温暖化対策に積極

的な取組の PR 効果を期待できるとともに、クレジットを大企業等に販売するこ

とで、売買益を得ることができる。耕種農業では、水田の中干し期間の延長や、

バイオ炭の農地施用、畜産では、家畜排せつ物管理方法の変更などが、方法とし

て示されている。  

環境負荷低減の「見

える可」ラベル 

温室効果ガスの削減や、生物多様性の保全に配慮する農業生産の取組を進めるた

め、環境負荷低減の取組をわかりやすく等級ラベルにして農産物等に表示し、生

産者の環境負荷低減の努力を消費者に伝え、消費者が農産物を選択できる環境を

整えるための取組。 
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⑸ スマート農業技術の進展 

新たな食料・農業・農村基本法では、農業の持続的な発展に向けた重要な取組として「スマー

ト農業技術」の活用が明記されました。また、令和 6 年 6 月には、スマート農業技術活用促進法

が成立・公布されました。農業者の減少等の農業を取り巻く環境の変化に対応して、農業の生産

性の向上を図るため「スマート農業技術」の活用及びこれと併せて行う農産物の新たな生産の方

式の導入に関する計画（生産方式革新実施計画）」と「スマート農業技術」等の開発及びその成果

の普及に関する計画（開発供給実施計画）」の 2 つの認定制度を設け、認定を受けた農業者や事

業者に対し、金融等の支援措置を行う取組が始まります。また、宮城県は、県全域で衛星測位情

報を受信可能なＲＴＫ固定基地局が整備されており、農業機械の自動操舵やドローンを活用した

防除などで利用が始まっています。 

今後、本町においても新たな営農方式の実証試験を進めるなどの取組を通じ「スマート農業技

術」を導入し、担い手の生産性向上を図っていくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑹ 宮城県の取組 

宮城県は、令和 3 年に第 3 期「みやぎ食と農の県民条例基本計画」を定めており、今後の振興

方向を示しています。本町に関連する施策として、農地の大区画化と水田の汎用化の推進、野菜

等の高収益作物の導入地区数の増加、生産基盤の拡大による畜産の競争力強化等の目標が示され

ています。また、農村の暮らしを守る防災・減災対策として、田んぼダムの導入面積や、地震・

豪雨対策に取り組む防災重点農業用ため池数の増加に取り組む方向が示されています。 

今後、こうした宮城県の方向性も踏まえ、生産性の高い農地の確保や、農地・農村の防災機能

を向上することが必要です。 
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７ 令和元年東日本台風災害からの復旧・復興 

 

令和元年１０月１２日に襲来した台風１９号は、本町に甚大な被害をもたらし、町政史上最悪の出

来事となりました。災害関連死も含め１１名の尊い命が犠牲となり、１名が依然行方不明のままです。

住家の被害は１，０６８件に上り、町が管理する道路や河川等の公共土木施設及び農林業施設等にお

いては２，９０４箇所、３７６億３千万円の被害となったほか、行政施設や学校教育施設等の公共施

設においても２４億円の被害が生じました。農作物や農業用機械をはじめ、商工業者の施設・設備な

どの産業に関する被害額は７２億５千万円に上り、総額４７２億８千万円の被害額となりました。 

現在、本災害の復旧事業は、おおよその目途が立ち、令和６年度で完了する見込みです。 

また、復興事業についても、災害公営住宅の完成や、被災者のうち９割超の方が生活再建されるな

ど、着実に前進しています。 

丸森町復旧・復興計画策定後に追加された、国道３４９号別線ルート整備や遊砂地整備、MIZBE ス

テーション整備などの復興事業については、その完了時期が令和８年度となることから、丸森町復旧・

復興計画もその期間を２年間延長し、令和８年度までの計画とすることとしました。 

計画期間終了後は、第六次丸森町総合計画においてその取組を継承し、より災害に強いまちづくり

を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 丸森町農業振興ビジョン（第一次）の

取組状況 

 

 

台風 19号襲来時 

の雨量と水位 

国道349号別線ルート整備の様子 

丸森町復旧・復興PRポスター 

MIZBEステーション平常時の利活用イメージ 
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８ 丸森町農業振興ビジョン（第一次）の取組状況 

 

○基本目標 
 

目標指標／年 度 
H28 策定時 

（※H27） 

R5 実績 

（※R4） 

R6 目標 

（※R5） 
達成率 

1 農業産出額 

※ 農林水産省が公表する 

農業産出額は前年（1 年 

前）の実績 

合  計 44.9 億円 48.2 億円 50 億円 96% 

畜  産 29.2 億円 34.5 億円 32 億円 108% 

園芸特産 7.3 億円 6.4 億円 10 億円 64% 

水  稲 8.4 億円 7.3 億円 8 億円 91% 

 

目標指標／年 度 H28 策定時 R5 実績 R6 目標 達成率 

2 農業所得額 400 万円以上の認定農業者数 15 経営体 12 経営体 50 経営体 24% 

 

 

○基本施策１ 新たな活力を生む農業・農村担い手の育成 
 

目標指標／年 度 H28 策定時 R5 実績 R6 目標 達成率 

集落営農法人数 4 経営体 6 経営体 10 経営体 60% 

農業所得額 400 万円以上の認定農業者数 15 経営体 12 経営体 50 経営体 24% 

新規就農者数（年間） 4 人 2 人 5 人 40% 

女性ｸﾞﾙｰﾌﾟ、女性経営者の農業法人数 11 団体 13 団体 15 団体 87% 

 

 

○基本施策２ 地域特性を活かした産地づくり 
 

目標指標／年 度 H28 策定時 R5 実績 R6 目標 達成率 

乳用牛飼養頭数（搾乳牛） 1,261 頭 1,007 頭 1,400 頭 72% 

肉用牛飼養頭数（繁殖牛） 309 頭 297 頭 400 頭 74% 

ブロッコリー出荷額 1,824 万円 1,203 万円 10,000 万円 12% 

小菊出荷額 1,585 万円 1,509 万円 5,000 万円 30% 

柿出荷額 4,276 万円 2,079 万円 10,000 万円 21% 

イチゴ出荷額 4,782 万円 3,819 万円 10,000 万円 38% 

ブランド米出荷量 0ｔ 7.38ｔ 60ｔ 12% 

 

 

○基本施策３ 安全・安心な農産物の提供 
 

目標指標／年 度 H28 策定時 R5 実績 R6 目標 達成率 

農産物認証制度取組面積 13.5ha 8.4ha 15.0ha 56% 

学校給食の地元産食材の使用割合（重量ﾍﾞｰｽ）  20.8% 22.4% 25.0% 90% 

タケノコ出荷量 36ｔ 33t 50ｔ 66% 
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○基本施策４ 豊かな農村資源の保全 
 

目標指標／年 度 H28 策定時 R5 実績 R6 目標 達成率 

多面的機能支払交付金交付対象用用地面積  1,266ha 1,380 ㏊ 1,270ha 109% 

中山間地域等直接支払交付金交付対象農用地面積 556ha 551 ㏊ 560ha 98% 

農作物被害額 4,323 千円 2,600 千円 2,000 千円 77% 

 

 

○基本施策５ 農業生産基盤の整備推進 
 

目標指標／年 度 H28 策定時 R5 実績 R6 目標 達成率 

担い手への農地集積率 24.7% 38.1% 70.0% 54% 

圃場整備率 38.2% 38.2% 41.3% 92% 

 

 

○基本施策６ 農村資源を活用したアグリビジネスの展開 
 

目標指標／年 度 H28 策定時 R5 実績 R6 目標 達成率 

６次産業事業主数 25 人 56 人 35 人 160% 

直売所売上額 1.9 億円 1.9 億円 3.0 億円 63% 

 

 

○基本施策７ 都市・農村交流の推進 
 

目標指標／年 度 H28 策定時 R5 実績 R6 目標 達成率 

農泊施設数 １戸 ４戸 10 戸 40% 

市民農園利用率 100% 71.2% 100% 71% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


